
世帯全員の所得が一定基準以下
（年金収入８０万円以下等）

19万円
※２

広報ながくて　2020年 2月号

国民健康保険  0保険医療課 ☎56-0618　　　　　　後期高齢者医療制度  0保険医療課 ☎56-0617　　　　
介護保険  0長寿課 ☎56-0613

高額医療・高額介護合算療養費制度

記事ID 4893 記事ID 472

知っていますか？ 

医療費と介護サービス費の両方を利用している世帯の負担を軽減する制度です。

申請手続きについて

７０歳未満を含む世帯（表１）※１

医療費と介護サービス費を合算する場合の自己負担限度額
 （所得区分は、2019年７月３１日現在のものです）

同じ医療保険の世帯内で、2018年８月から2019年７月までに支払った医療保険と介護保険の自己負担額を合計し、下表の
基準額を超えた場合、その超えた金額が支給されます。

計算対象期間の末日時点（原則７月３１日）に加入している医療保険の窓口で申
請してください。
市国民健康保険または愛知県後期高齢者医療制度に加入し、支給対象となる
人には、2020年３月以降（予定）に通知します。
申請に必要な書類については、通知文をご覧ください。

計算対象期間中（2018年８月から2019年７月）に加入していた医療保険または介護保険が変わった
人（転出入、就職、退職等）は通知できない場合があるので、自己負担額が基準額を超えていないか
ご自身で確認してください。申請手続きには、変更前の保険者の「自己負担額証明書」の添付が必要
です。変更前の保険者に申し出てください。

医療費 介護
サービス費

自己負担は
基準額まで！

基準額を超えた
金額を支給します
※支給額が５００円を超えない
ときは支給されません。

注意

課税所得６９０万円以上

課税所得３８０万円以上

課税所得１４５万円以上

課税所得１４５万円未満

上位所得

一般

市民税非課税

２１２万円

１４１万円

６７万円

６０万円

３４万円

所得区分 限度額

７０歳以上の世帯（表２）

課税所得６９０万円以上

課税所得３８０万円以上

課税所得１４５万円以上

課税所得１４５万円未満

Ⅰ以外

一般

２１２万円

１４１万円

６７万円

５６万円

31万円

所得区分 限度額

現役並み
所得

市民税
非課税

※１…対象世帯に７０歳～７４歳と７０歳未満が混在する場合、まず７０～７４歳の人の自己負担額合計に限度額（表２）を適用した後、
　残る負担額と７０歳未満の人の自己負担合計額を合わせた金額に限度額（表１）を適用する。　
※２…介護サービス利用者が世帯内に複数いる場合は３１万円。

Ⅱ

Ⅰ

http://www.city.nagakute.lg.jp/cgi-bin/event_cal/idsearch.cgi?w_summary=4893
http://www.city.nagakute.lg.jp/cgi-bin/event_cal/idsearch.cgi?w_summary=472

